
資料２ 
平成２０年３月２７日 

生活文化スポーツ局 

「折りたたみ椅子等の安全確保について」を報告!!
～商品等の安全問題に関する協議会～ 

 
東京都の委嘱を受けた消費者、事業者、学識経験者等で構成する商品等の安全問題に関する協

議会は、昨年 10 月から「折りたたみ椅子等の安全確保について」をテーマに計 5 回の協議を重

ね、本日、東京都に報告書を提出しました。報告書の主な内容は、次のとおりです。 
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１  折りたたみ椅子等が関係した事故が発生 

東京消防庁によると、平成 18 年度の折りた

たみ椅子等に係る救急搬送人数は 33 人で、う

ち 9 人が指を挟み怪我をしていました。 
PIO-NET では、過去 10 年間で折りたたみ椅子

に指を挟む危害件数は、指切断 10 件、挫傷等 1

件の計 23 件で、他の折りたたみ製品に比べ多く

発生。重大な指切断事故の 10 件中 5 件は、12 歳

以下の子どもでした。 

3

２  消費者アンケート調査結果 

都内の子どもがいる世帯に対する調査では、折

りたたみ製品による指挟み事故が約 6 割の世帯に発生し、特に折りたたみ椅子の事故は 35.7％と

一番多く発生していることが分かりました。 

PIO-NET「折りたたみ製品が関係した指挟み事故」
（平成９年４月から平成１９年８月まで）
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東京消防庁｢折りたたみ椅子等が関係した救急事故｣(平成 18 年度) 

折りたたみ椅子等 転倒・転落 指挟み その他 

33 人 17 人 9 人 7 人

 
(N=2,910) 

(N=1,169)  

 

 

 

 

 

 消費者アンケート「製品分類別の事故発生の割合(複数回答)」 消費者アンケート「折りたたみ製品で指挟み事故を経験した割合」

３  主な事故事例 

(1) 収納するとき、折りたたむ作業中に自分や子どもの指等を挟む。 

(2) 設置するとき、開く作業中に指等を挟む。 

(3) 不意に転倒したとき、意図しない折りたたまれにより指等を挟む。 

(4) 開ききる前に着座しようとしたとき、指等を挟む。 
 
４ 協議会報告の主な提言内容 

(1) 可動部の隙間確保など設計段階からの安全対策の実施 

(2) 子どもの使用を想定した業界の安全自主基準の策定 

(3) 事故情報の収集・共有･分析体制の充実強化 

(4) 施設管理者や消費者への注意喚起の実施 

(5) 同様の機構を持つ他の製品における安全対策の実施 
 
【東京都の対応】 

(1) 関係事業者団体等に対する提案・要望 

都はこの報告を受け、国、関係機関及び関係業界に対し、折りたたみ

椅子等の安全確保について要望等を行いました。（裏面のとおり） 

(2) 消費者、施設管理者等に対する注意喚起・普及啓発 

今後、消費者や学校・公共施設の管理者等に対し、リーフレット、ＨＰや情報誌等を活用し、注意

喚起・普及啓発等を行う予定です。 
 

【問合せ先】消費生活部生活安全課 

担当 長（ちょう）、櫻井 
※東京くらしＷＥＢ「くらしの安全情報サイト」 

http://www.anzen.metro.tokyo.jp/
事故状況再現試験は、ＨＰに映像を掲載しています。 電話 直通 03－5388－3057、内線 29－850、853

http://www.anzen.metro.tokyo.jp/
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表：提案・要望等先一覧 

種 別 提 案 ・ 要 望 先 提 案 ・ 要 望 内 容 

内閣府国民生活局消費者調整課 

国 

経済産業省 

商務情報政策局製品安全課 

製造産業局日用品室 

産業技術環境局環境生活標準化推進室

○製品本体における安全対策の実施 

・JIS 等公的規格の策定を視野に入れた安全

対策の検討 

○事故情報の収集・共有･分析体制の充実強化 

・業界団体の事故情報収集体制の整備推進 

・業界団体、消費者等からの積極的な事故情報

の収集 

・事故情報の一元的な集約 

・国･関係機関、都との連携強化 

 

社団法人日本オフィス家具協会 

社団法人日本オート･キャンプ協会 

全国ベビー＆シルバー用品連合会 

社団法人全国家具工業連合会 

製造事業者団体 

軽金属製品協会 

○製品本体における安全対策の実施 

・可動部の隙間確保、保護カバーなど設計段階

からの安全対策の実施 

・子どもの使用を想定した業界自主基準の策定

・危険･警告･注意表示、取扱説明書等の改善

による安全確保 

○事故情報の収集・共有･分析体制の充実強化 

・事故情報通報の働きかけ 

・事故情報収集体制の整備 

・他の業界団体との事故情報の共有、連携促進

・事故情報の迅速な公表促進 

・事故情報分析･評価体制の充実 

・安全性が高い製品開発促進 

○公共施設等における安全確保の実施 

・部品のストック、提供 

・注意簡易ポスター、チラシの提供 

○消費者等へのチラシ等による注意喚起 

○同様の機構を持つ他の製品の安全対策の実施

 

日本チェーンストア協会関東支部 

社団法人日本ドゥ･イット･ユアセルフ協会

全国家具商業組合連合会 

社団法人日本通信販売協会 

日本事務機器流通団体連合会 

販売事業者団体 

東京都文具事務用品商業組合 

○製品本体における安全対策の実施 

・危険･警告･注意表示、取扱説明書等の改善

による安全確保 

○事故情報の収集・共有･分析体制の充実強化 

・事故情報通報の働きかけ 

・事故情報収集体制の整備 

・他の業界団体との事故情報の共有、連携促進

○公共施設等における安全確保の実施 

・部品のストック、提供 

○消費者等へのチラシ等による注意喚起 

 

区市町村 

生活文化スポーツ局 私学部 

 私学行政課（私立小中高校所管） 

社団法人企業メセナ協議会 

施設 

都庁内関係局 

○公共施設等における安全確保の実施 

・適切な保守の実施 

・利用者への注意喚起・適切な使用方法の説明

徹底 

・比較的安全性が高い製品への買い替え促進 

・折りたたみ椅子等の危害防止に対する意識の

向上 

 

 
 



参考資料１  
 

商品等の安全問題に関する協議会の概要 
 

 

１  協議会の名称 

商品等の安全問題に関する協議会 

 

２  協議会の目的 

商品の使用又はサービスの利用による危害の防止を図るため、消費者、事業者及び学識経験者等が

安全性の向上、事故の再発防止に向けた検討や情報交換などを行うことにより連携を深め、商品等の

安全に係る都の施策の効果的な推進及び都民の安全な消費生活の確保を図る。 

 

３  テーマ 

折りたたみ椅子等の安全確保について 

 

４  テーマ選定理由 

PIO-NET の危害・危険情報を分析したところ、折りたたみ構造を持つ製品の可動部に指を挟み、

指切断等の重大事故が起きていることを把握した。危害が発生していた折りたたみ構造を持つ製品（椅

子、ベッド、テーブル、ベビーカー、ベビーフェンス、踏み台）の中でも、折りたたみ椅子は、他の

製品に比べて事故が多く発生していることが分かった。 

このため、危害の未然防止・拡大防止を図る必要があると考え、折りたたみ椅子等の安全対策を検

討することとした。 

 

５  協議期間 

平成 19年 10 月 24 日～平成 20年 3月 27 日（開催回数：５回） 

 

６  商品等の安全問題に関する協議会委員等 

(1) 委員                                                                 （五十音順） 

大  津  直  也 社団法人日本ドゥ･イット･ユアセルフ協会 事務局長 

小  野  裕  嗣 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会 専務理事/事務局長 

片  岡      茂 独立行政法人国民生活センター 商品テスト部 調査役 

小  林  睦  子 みらい子育てネット東京 東京都地域活動連絡協議会 会長 

酒  巻  髙  一 社団法人日本オフィス家具協会 専務理事 

詫  間  晋  平（会長） 川崎医療短期大学 医療保育科 教授 

玉  浦  裕  一 社団法人日本オート･キャンプ協会 常任理事 事業委員長 

保  阪  栄  喜 日本チェーンストア協会 関東支部 

松  川  茂  夫 東京消防庁 防災部 生活安全課長 

持  丸  正  明 
独立行政法人産業技術総合研究所 デジタルヒューマン研究センタ

ー 副センター長 

山  上  紀美子 社団法人全国消費生活相談員協会 専務理事 

横  矢  真  理 特定非営利活動法人子どもの危険回避研究所 所長 

(2) オブザーバー 

堀  井  良  一 独立行政法人製品評価技術基盤機構 生活・福祉技術センター次長  
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参考資料２ 

折りたたみ椅子等の安全確保について 
－商品等の安全問題に関する協議会報告の概要－ 

 

１  折りたたみ椅子等の安全対策の必要性 

PIO-NET では、過去約10年間で、折りたたみ製品による指挟み事故が52件発生していた。

折りたたみ椅子の可動部に指を挟んだ事故が23件と最も多く、その内10件は指の先端を切断

しており、半数は12歳以下の子どもだった。 

 

・20歳の学生が、折りたたみ椅子を半開き状態で腰掛けた際、

前脚を支える部分に左手中指を添えたため、中指を挟み爪

半分のところから切断した。(東京 18年度) 

・５歳の保育園児が、折りたたみ椅子のパイプ部分に人指し

指を挟み、爪がはがれ肉が4～5ミリ切りとられた。(愛知 13

年度) 

・５才の子どもが、パイプ椅子のパイプの間に指を挟み、指

の先端部分を切断し、縫合手術を受けた。(大阪 17年度) 

（PIO-NETの事故事例） 
PIO-NET「折りたたみ製品が関係した指挟み事故」

（平成９年４月から平成１９年８月まで）
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折りたたみ椅子等は、重大な事故が発生していること、身近な場所に多数存在し子どもも利

用する機会が多い製品であること、米国では安全対策が講じられているが国内では具体的対策

がないことなどから、危害危険の実態把握と安全対策の検討が必要である。 

 

（N=1,169） 
２  危害･危険の調査等 

(1) 消費者アンケート調査結果 

＜約６割の世帯で事故が発生、約２割の世帯でケガ＞ 
折りたたみ製品全体（以下「全体」とい 

う。）による事故（危害、危険、ひやり・ハ 
ッと）を経験した世帯は約６割、うち危害は 消費者アンケート「折りたたみ製品で指挟み事故を経験した割合」 

約２割の世帯で発生していた。 
＜約 3 件のうち 1 件が折りたたみ椅子が 
関係した事故＞ 
全体のうち、「折りたたみ椅子」の事故件 

数は、35.7％を占めていた。 
＜事故の当事者は、約半数が 12 歳以下 
の子ども＞ 
全体では、12 歳以下の子どもが 

48.7％と約 5 割を占め、折りたたみ 
椅子では、子どもが 58.1％と約 6 割 
を占めており、大人用の折りたたみ 
椅子でも、多くの子どもが事故に遭 
っていた。 
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消費者アンケート「製品分類別の事故発生の割合(複数回答)」 

（N=2,910） 

（N=1,229） 

消費者アンケート「事例発生時の当事者年齢」 



（N=1,229） 

＜事故の原因に「保護者･使用者の不注

意」とした回答者が約６割＞ 
事故の発生原因を「保護者・使用者 

の不注意」としたものは、全体で 57.0 
％と約 6 割に上り、折りたたみ椅子で 
も、同様の傾向であった。 

消費者アンケート「折りたたみ製品による事故の原因（複数回答）」 
＜事故があっても苦情を申し出ない回答者＞ 
 「どこへも申し出なかった」 

（N=533） （N=132） 
割合は、全体で 95.3％と断然 
多くなっており、折りたたみ 
椅子でも、同様の傾向であった。 
 
 
 
 

(2) 事故状況再現試験 消費者アンケート「折りたたみ製品が関係した事故があった場合の苦情の申し出先」 

独立行政法人産業技術総合研究所の協力を得て、折りたたみ椅子に内在する構造上の課題を抽

出するため、テストピース（直径 10mm、肉厚 1mmの鉛製中空パイプ）を指に見立てて可動部に挟

み込み、着座する又は収納することにより実際の事故の状況を再現した。 
ア 試験対象、試験方法及び試験結果 

 試験対象１ 試験対象２ 試験対象３ 試験対象４ 
リンク式タイプ 前後脚分離タイプ シリンダータイプ シリンダータイプ 

試
験
対
象 

  
着座時に指を挟む 着座時に指を挟む 収納時に指を挟む 収納時に指を挟む 

試
験
方
法 
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試
験
結
果  

完全に凹む  
完全に凹む 

 
最小厚さ2.8mm 

 
わずかなキズ 

試験対象１及び２ 
試験者の全体重（約 70kg）が直接テストピースに加えられピースが完全に凹んだ。 

試験対象３ 

収納時の前後脚に 3.1mm の隙間があるものの、最小厚さ 2.8mm まで凹んだ。 
試験対象４ 

収納時の前後脚の隙間が 9.6mm と大きく、前後脚にオフセット（椅子を正面から見た時

に前後脚が重ならないこと）がありピースが回転して逃げるため、わずかなキズを与えた。 
 

イ 考察 

2 本のパイプを組み合わせてテストピ

ースを挟み込み、ピースが受けた挟み力

を測定しコンピュータ上に再現した。そ

の結果、試験対象３の場合、挟み力は約

227N で、約 23 ㎏の荷重に相当すること

が判明した。 
「テストピース（鉛製中空パイプ）の衝撃シミュレーション結果（試験対象 3）」 

さらに、コンピュータ上の模擬指に加

えられた応力をシミュレーションした。

シミュレーションは、模擬指の変形が弾

性変形※1領域にある場合に可能であり、

今回測定した応力は、塑性変形※2領域に

及ぶものであったため、測定した応力の

約 1/15 までシミュレーションを行った。 「模擬指の衝撃シミュレーション結果（試験対象 3、測定応力の約 1/１5 まで）」 

※1 弾性変形：ばねのようにもとに戻る変形 
※2 塑性変形：弾性変形を超えて復元しない変形 

ウ まとめ 

・試験対象３のシミュレーションでは、指の危害状況の推定には至らなかったが、指の変形が

塑性変形領域に及ぶため、指が骨折や座滅などの重大な危害を受ける可能性がある。 
・試験対象４のテストピースはわずかにキズが付いた程度であり、前後脚の隙間やオフセット

が衝撃を弱めること、又は、応力を逃がす効果があることが分かった。 
    

(3) 折りたたみ椅子等に関する規制の現状 

＜米国における規制の現状＞ 

米国材料試験協会(ASTM)は、米国消費者製品安全委員会(CPSC)の依頼を受けて、2007 年

1 月、自動ロックユニットの装着、折りたたまれたときの前後脚の隙間の確保などを内容とす

る「子ども用折りたたみ椅子安全規格（ASTM F2613-07）」を策定した。 
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＜国内における規制の現状＞ 

折りたたみ椅子に関する日本工業規格（JIS）では、折りたたみ機構の安全性については規

定していない。SG マーク制度では、折りたたみ椅子に関する認定基準として、「脚の開閉時に

手等を挟んだり、着座姿勢時に手指が触れる箇所に、危険なすき間が生じにくい構造であるこ

と」を規定しているが、折りたたみ機構の具体的な安全対策については規定していない。 

３  折りたたみ椅子等による危害を防止するための課題 

(1) 製品の構造や表示における問題で危害が発生している 

ア  製品の構造における課題 

次の安全対策の検討が必要であると考えられる。 

・指が挟まれる可能性がある前後脚の隙間の安全対策として、オフセット又は隙間を確保する。 

・指を挟む可能性がある意図しない開閉動作の安全対策として、ロック装置等により開閉時の

状態を保持する。 

・指が侵入する隙間がある可動部の安全対策として、保護カバーの装着等により指等が侵入す

る隙間をなくす。 

イ  製品の表示における課題 

通常の使用時に意識しなくても視認できるよう危険･警告･注意表示を行うなど、事故防止の

ための情報を消費者に確実に伝えていくことが必要である。取扱説明書等の取扱注意情報は、

イラストなどで消費者に伝わりやすくする工夫が必要である。 
(2) 事故情報の収集・分析が十分でない 

消費者が事故情報を事業者、消費生活センター、関係機関等に通報しやすい環境を作るととも

に、消費者に対し事故情報を積極的に通報するよう呼びかける必要がある。また、事故情報を様々

な手法で積極的に収集するとともに、関係機関が連携して事故情報を共有化することなどが必要

である。 
(3) 消費者や公共施設等の管理者に危険性について正確な情報が伝わっていない 

ア 構造の違いによる危険性 

折りたたみ椅子の構造的な危険性について一般の人には見分けにくい。構造的な違いについ

ての情報提供や注意喚起、比較的安全性が高い製品に順次買い換えることが必要がある。 
イ  誤った使用方法による危険性 

誤った使い方による転倒・転落事故も多いことから、事業者や行政は、適切な使用方法等を

周知する必要がある。また、施設管理者は、利用者への注意喚起を徹底し、学校や公共施設等

での事故防止に努める必要がある。 
ウ  不適切な保守管理による危険性 

危険性の高いタイプの折りたたみ椅子や経年劣化し危険性が増した製品が使用されている

恐れがある。施設管理者に実態を把握するよう呼びかけ、危険性の高いタイプの折りたたみ椅

子等には注意シールを貼るなどの対策を行うことや不適切な保守管理が重大な危害につなが

る危険性について注意喚起し、より安全性が高いものに買い換えるよう働きかける必要がある。 
エ  施設管理者の利用者に対する注意喚起･説明の不足 

施設管理者に対し、事故防止に関する利用者への注意喚起の重要性について情報提供し、普

及啓発を行う必要がある。学校や公共施設等では、ポスターの掲示等で利用者への注意喚起を
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行うことなどが必要である。 
(4) 折りたたみの構造を持つ他の製品でも事故が発生している 

折りたたみ構造を持った製品の製造事業者団体は、折りたたみ椅子と同様に、関係機関と協力

し、事故情報を収集・分析した上で、事故の形態に合わせ、具体的な折りたたみ構造の安全対策

の検討等の取組みを推進する必要がある。 

４  折りたたみ椅子等の安全確保に向けた今後の取組についての提言 

本協議会は、今後、国・関係機関、事業者団体、東京都、施設管理者、消費者が取組むべき事項

について、次のとおり提言する。特に、東京都は、協議会報告の趣旨を踏まえて、こうした取組を

推進するために、関係者に対し提案・要望するとともに、危険性について広く情報提供や注意喚起

を行うことが重要である。 
(1) 事故の形態に合わせた製品本体における安全対策の実施（国・関係機関、製造・

販売事業者団体） 

製造事業者団体は、事故の形態に合わせ、以下のアとイを参考に、設計開発段階からの安全対

策を検討すること。また、業界の安全自主基準として実現を図るよう検討すること。検討するに

当たっては、大人用の製品であっても子どもが使用又は接触することを想定した安全対策を検討

すること。 
国及び関係機関は、将来、折りたたみ椅子に関する日本工業規格(JIS)等の公的規格の策定も視

野に入れ、事故の実態に合わせた安全対策を検討すること。 
販売事業者団体は、輸入品を含め、安全性を考慮した折りたたみ椅子の販売に努めること。 

ア  製品の構造における安全対策 

・可動部の隙間等における安全対策 

折りたたみ椅子が突然動き不意な開閉により指等が挟まれた場合、重大な危害にならない

よう、変化する隙間や意図しない開閉について安全を確保すること。 
・侵入防止の措置による安全確保 

指等が可動部の隙間に侵入し、挟まれやせん断等の重篤な危害を及ぼす可能性がある場合

には、安全を確保した侵入防止の措置（保護カバー等）を講ずること。 
イ  危険･警告･注意表示、取扱説明書等の改善による安全確保 

・危険･警告･注意表示の適切な場所への貼付による注意喚起 

危険･警告･注意表示を、製品本体の危険箇所付近のできるだけ視認しやすい箇所に、子ど

もでも分かりやすい目立つ色、形、文字等で表示すること。 
・視認しやすい大きな文字、分かりやすい表記で適切な使用方法等を記載した取扱説明書等に

よる注意喚起 

組立・収納時の適切な使用方法等を、視認しやすい大きな文字やイラスト等を用いるなど

分かりやすく取扱説明書に表記すること。また、危険･警告･注意表示とセットで製品本体に

も表示すること。 
(2) 事故情報の収集・共有･分析体制の充実強化（国・関係機関、製造･販売事業者団

体、東京都） 

・消費者に対する事故情報通報の働きかけ 

製造･販売事業者団体及び東京都は、消費者に対し、広報媒体を活用し、事故情報の通報を
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働きかけること。 
・事故情報収集体制の整備（インターネット等の活用を含む） 

製造･販売事業者団体は、消費者事故通報窓口等により事故情報収集体制を整備すること。 
国及び関係機関は、製造･販売事業者団体の事故情報収集体制の整備を推進すること。 

・事故情報の共有、関係機関の連携促進 

製造･販売事業者団体は、事故情報の共有化を図り、連携を推進すること。国・関係機関及

び東京都は、積極的に事故情報を収集し、事故情報の一元的な集約を図り連携を強化すること。 
・事故情報の公表促進 

製造事業者団体は、消費者に対し、収集した事故情報を迅速に公表すること。 
・事故情報分析･評価体制の充実 

製造事業者団体は、事故情報の分析･評価体制の充実を図ること。 
・安全性が高い製品開発促進 

製造事業者団体は、安全に配慮した製品の研究開発を推進すること。 
(3) 使用者側における安全確保（施設管理者、製造･販売事業者団体、東京都） 

ア  公共施設等における安全確保の実施 

施設管理者は、以下の点に留意し、安全対策を講じること。また、子どもが利用する機会が

多い学校や公共施設等では、子どもが使用又は接触することを考慮した安全対策を講じること。 
・適切な保守の実施 

施設管理者は、折りたたみ椅子等を点検し部品の欠落、破損等危険箇所の状況を確認し、

保守管理に努めること。製造･販売事業者団体は、部品をストックし、その提供に努めること。 
・利用者への注意喚起、適切な使用方法の説明徹底 

施設管理者は、利用許可書等の書面への取扱注意事項の記載や職員による説明を実施し徹

底すること。また、注意シールの貼付、注意ポスター等の掲示等により事故防止に努めるこ

と。製造･販売事業者団体は、施設管理者がポスターやチラシを HP からダウンロードし、

施設に掲示できるようにすること。 
・比較的安全性が高い製品への買い替え促進 

施設管理者は、比較的危険性が低く前後脚の隙間が確保されているシリンダータイプ等へ

の買い替えに努めること。 
・折りたたみ椅子等の危害防止に対する意識の向上 

施設管理者は、職員等に対し、事故の未然防止に努めるよう、指導･徹底すること。東京

都は、事故防止啓発リーフレット等を作成し、配布すること。 
イ 消費者等への注意喚起・普及啓発（製造･販売事業者団体、東京都） 

・製造･販売事業者団体による事故防止の注意喚起 

製造･販売事業者団体は、消費者等に対し、雑誌等により事故防止注意喚起に努めること。 
・東京都による事故防止対策に関する情報提供･普及啓発 

東京都は、消費者等に対し、事故の実態、事故防止啓発リーフレットや HP 等により、事

故防止の普及啓発に努めること。 
ウ  自らの安全を守る消費者の自覚 

消費者は、安全確保に関する情報を通じ、自ら危険性を判断して安全性の高い製品を選択す

ること。また、事業者や消費生活センター等に積極的に事故情報を通報するよう努めること。 
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(4) 同様の機構を持つ他の製品の安全対策の実施（他製品の製造事業者団体） 

折りたたみ椅子と同様の機構を持つ他の製品の製造事業者団体は、折りたたみ椅子以外の製品

についても、「(1)事故の形態に合わせた製品本体における安全対策の実施」を参考に設計開発段

階から安全対策を検討すること。また、「(2) 事故情報の収集・共有･分析体制充実強化」につい

て実施し事故の再発防止に努めること。 
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